
  

２０１７年４月２６日（水）Ｎｏ．３ 通算４０７８号                                                                 e-mail：info@ekyoso.jp 

 

 

 

 

 

左は、昨年度の都児

童・生徒体力・運動能

力、生活・運動習慣等

調査結果報告の一部と、

区教育委員会の「体力

向上に関わる主な取組」 

   です。（区教委 HPより） 

調査をまとめ、分析をする（上の図）   

までは教育委員会の仕事かもしれま  

せんが、具体的な施策として、一方 

的に押しつけてくる姿勢が、学校現

場に無理を強い、教職員の多忙化を招

いている現状を区教委は認識して欲

しいと考えます。分析の結果ついては

私たちも、考えなくてはならない部分

もあります。しかし、改善については、

「学校」に実態に応じて対処する様、

要請するだけでいいのではないでし

ょうか。 

２９年度も区は重点施策をHPにあ

げています。 

職場の意向がまとまれば、「学校現

場を信頼して下さい‼」ということを

「要求」に加える必要がありそうです。 

 

20日に放

送された『羽

鳥慎一モー

ニングショ

ー』（テレビ

朝日）の人気コーナー「そもそも総研」でのこと。コー

ナー進行役の玉川徹氏が共謀罪の重要人物である古川

議員に取材を行ったのだが、そこで古川議員が語った内

容は、まさに共謀罪の恐ろしさを裏付けるものだった。 

テロ組織などの「組織的犯罪集団」に限られていると

いうが、277ものの犯罪のうち、ひとつでも 2人以上

で計画や準備行為をしたと見なされれば「組織的犯罪集

団」とされてしまう。そこでもっとも懸念されているの

が、沖縄における基地反対のように、一般市民が参加す

る運動が「組織的な威力業務妨害罪にあたる」として共

謀罪を適用されるのではないかと言うことである。玉川

氏が、沖縄のように基地建設を阻止するために市民たち

がトラック車両を現場に通さないよう座り込みで抗議

する、そのことのために銀行でお金を下ろすなどしたと

きにも共謀罪は適用されるのか？ということを古川議

員に質問。すると、最終的に“トラック阻止を計画し準

備しただけで「組織的犯罪集団」となり、共謀罪で逮捕

されてしまう”ことを認める発言をした。 

 

 

と思っている人は多く、「組織犯罪処罰法改正案」賛成

は反対を上回る。そういう人は「国のために命も捨てろ

‼」といわれて、逆らうことができなかった戦中の日本

を思い出してほしい。  

 

 

安倍信三氏は「全ての選択肢がテーブルの上にあること

を言葉と行動で示すトランプ氏の姿勢を高く評価した。」等

とアメリカに追随して、北朝鮮に圧力をかけているが、日

本はミサイルが飛んでくる距離であることを忘れないでほ

しい。冷静で賢明な対処を期待したいのだが…… 

都教組江戸川支部 

TEL 3651-3153 

FAX  3655-3521 

２０１７ 

No. ３ 

教育委員会はもっと「学校」を信頼すべき‼  

○ 休み時間における

「運動遊び」の実施 

・ 全ての児童が遊びを

通して運動に親しむた

め、週１回 15分程度の

運動遊びを実施 

身体がいくつあ 

っても 

   足りない‼ 

４／２９ 新歓ジャンプ 

１４：００ 都教組本部 

５／１  メーデー 

 １１：００ 代々木公園 

５／３  憲法集会 

 １３：００有明・東京臨海防災公園 

安倍政権のアメリカべったりの姿勢が招く危機‼ 



  

２０１７年４月２６日（水）Ｎｏ．３ 通算４０７８号                                                                 e-mail：info@ekyoso.jp 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

共に学び力を養い、子どもが中心にした豊かな学びのある学校を

創っていきましょう。 

さそいあわせて、ご参加下さい！ 

学びの「サークル」紹介して下さい。 

メール info@ekyoso.jp  Fax３６５５－３５２１ 
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